介護職員処遇改善交付金におけるキャリアパスに関する要件等について



	職位
	職責
（役割）
	求められる能力
	対応役割
	職務内容
	任用の要件
	給与

年収

	
	
	
	
	
	習熟に必要な業務教育
	必要経験年数
	

	経営職
	経営幹部であり、経営的責任を負う
	・経営統括責任者として自組織の目標を設定し、計画立てて遂行
・部下の自主性を尊重して自律的な組織運営環境を整える

・人材育成、組織改革、法令遵守の徹底等を通じて地域の福祉向上に貢献
	施設長
	・施設の経営資源把握と調整戦略の策定
・施設計画の進捗管理、管理職育成
	施設長研修
法人経営研修
	○○年以上
	○○万円

	管理職
	部門の運営管理を行う
	・業務執行責任者として状況を適切に判断し、部門の業務を円滑に執行

・職員の育成と労務管理を通じて組織の強化を図る

・サービスの質の維持・向上に努める

・教育研修のプログラムを策定・実施
	課長
	・部門の管理育成

・部下の育成

・主任への指導

・欠員時のサポート
	業務管理研修、部下指導育成研修、リスクマネジメント研修
	○○年以上
	○○万円

	主任職
	チームやユニットの管理運営、部下指導
	・チームのリーダーとしてメンバーの指導、助言を実施

・チームの目標を立て課題解決に取り組む

・当該分野の高度かつ適切な技術を身に付け、部下の能力向上を図る
	介護主任
	・チームの管理調整

・部下指導育成

・リスクマネジメント、緊急対応
	リスクマネジメント研修、指導者養成研修
	○○年以上
	○○万円

	一般職

（中堅）
	通常の業務に加えて難解な業務を実施
	・組織の中で自分の役割を理解し、担当業務を遂行する

・業務の遂行に必要な専門的知識・技術の向上を図る
	介護職員
	・利用者への支援

・保護者、関係機関との連絡調整

・利用契約手続き
	介護福祉士取得のための研修、業務改善研修
	○○年以上
	○○万円

	一般職

（初級）
	介護の通常業務を行う
	・指導、教育を受けつつ、担当業務を的確に行う

・担当業務に必要な制度を理解する
	介護職員（初級）
	・ケース記録の作成

・入浴、排泄、食事等の介助
	初任者研修、介護職員基礎研修、訪問介護員2級研修
	○○年以上
	○○万円











（作成例）
	
	内容
	計画
	目標

	介護技術の向上
	介護技術研修
	全従業者を対象に必要な介護技術研修を年３回実施する（10月,12月,2月）
	研修回数年3回以上、基礎的介護技術の習得

	
	マネジメント研修
	管理者及びサービス提供責任者を対象にマネジメント研修を実施（1月）
	1回開催。事業所の経営に当たり基礎的な人事労務管理を習得

	
	ケース検討会
	ケース検討会を毎月実施
	月１回開催、問題解決能力の向上

	資格取得の向上
	介護福祉士
	介護職員基礎研修受講済者を対象に、3年以内に介護福祉士の取得を目指す。
	3年後には、介護職員基礎研修受講済3名の介護福祉士の取得。平成23年度は1名合格

	
	介護職員基礎研修
	訪問介護員2級受講者を対象に、3年以内に介護職員基礎研修の取得を目指す。
	2年後には、訪問介護員2級受講者2名の研修受講を目指す。平成23年度は1名受講








概算額の算定例
	
	算定過程
	概算額

	就業規則等の改正等について社会保険労務士に委託
	社会保険労務士への委託料　一式　250,000円
	250,000円

	従業者の能力向上にため、研修受講に対する助成を実施
	・研修受講経費助成　1件10,000円

平成20年10月から平成22年8月までの延べ助成件数　8回

○8回×10,000円
	80,000円

	過密な労働時間等の改善のため、職員を増員した
	・増員数2名　平成21年4月から採用

　平成21年4月から平成22年8月までの賃金額（交付金による賃金改善相当分を除く）　1月130,000円　募集費用（広告）25,000円

○130,000円×17ケ月×2名＝4,420,000円　
	4,445,000円

	勤務状況が良好な非正規職員を正規職員に転換した
	・正規職員への転換者数1名　平成21年4月に転換

（正規職員賃金月額150,000円－非正規職員賃金月額120,000円＝30,000円）

○30,000円×17ケ月×1名＝510,000円
	510,000円

	職員のリフレッシュ休暇の充実のため、特別休暇を1日追加で付与した
	・特別休暇の追加付与（8月に1日追加）　平成21年度から実施

職員の平均賃金（1日あたり）　7,500円

○7,500円×25名（職員数）×2回＝375,000円
	375,000円

	腰痛対策のため、検診の実施と介護補助用具の購入
	・腰痛検診1件7,500円　平成21年度から実施　リフト購入　250,000円

○7,500円×25名（検診費）＋250,000円（リフト代）＝625,000円
	625,000円


※新規指定の事業者については、指定日以前に要した経費、例えば参入に当たって就業規則等の整備に要した経費や新設事業所の整備費・備品購入費のうち職員の処遇のために行った部分に要した経費等を記載する。






（Ⅰ）または（Ⅱ）のいずれかを満たせば本要件を満たす





（１）　キャリアパスに関する要件








職位、職責又は職務内容に応じた任用等の要件を定めている。


⇒資格や能力に応じた役職（ポスト）を用意し、どうすればそのポストに就けるかを示す





　　②　①に掲げる職位、職責又は職務内容に応じた賃金体系について定めている。


⇒キャリアパスと賃金体系をリンクさせる





③ ①および②の内容について、就業規則等の規定を書面で整備し、すべての介護職員に周知している。


　　　　　　　　　　　　　　　





上記(Ⅰ）によりがたい場合








その理由を全ての介護職員に周知した上で　下記（Ⅱ）でも可





資質向上のための目標例


(例１）介護職員が技術・能力（介護技術、コミュニケーション能力、問題解決能力等）の向上に努める。


　（例２）事業所全体での資格等の取得率の向上（介護福祉士、介護職員基礎研修、訪問介護員研修）





要件（Ⅰ）を満たせない理由の例


少人数の事業所でありポストが限られていることからキャリアパスの概念を賃金体系に当てはめることが困難


法人の経営理念になじまない


現在、人事給与体系を整備中





介護職員と意見交換しながら下記事項を設定し、全ての介護職員に周知





①　資質向上のための目標を設定


　　


②　目標達成のための（ア）または（イ）の具体的取組みを設定


（ア）資質向上のための計画に沿って研修機会の提供または技術指導を実施（OJT、OFF-JT）するとともに、介護職員の能力評価を行う。                  


（イ）資格取得のための支援


・研修受講のための勤務シフトの調整


・休暇の付与　　　　・費用（交通費、受講料等）の援助








表はあくまでも参考であり、既に独自の人事制度を構築し、要件を満たしている法人については、このとおりに修正しなければならないものではない。





（２）平成21年介護報酬改定を踏まえた処遇改善に関する定量的要件








平成２０年１０月から届け出を要する日の属する月の前月（平成２２年８月）までに実施した、平成２１年４月の介護報酬改定を踏まえた処遇改善（賃金改善を除く）の内容及び当該改善に要した費用の概算額をすべての介護職員に周知していること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





②（１）能力評価の実施例


　　


　　・従業者ごとに、職責、経験年数等に照らして目標を立てて、その達成状況を確かめるために定期的に上司との面談を行う。


　　・こうした機会を適切に設けているのであれば、必ずしも全ての介護職員に対して評価を行う必要はないが、介護職員が業務や能力に対する自己認識をし、その認識が事業者全体の方向性の中でどのように認められているかを認識しあうことが重要。





（作成例）介護職員の能力評価シート


評価項目・目標�
職場での達成状況�
本人の成果・反省点�
評価者の所見�
評価結果�
�
�
上半期�
下半期�
上半期�
下半期�
上半期�
下半期�
上半期�
下半期�
�
仕事の成果�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
仕事の意欲・態度�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
遂行能力�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
今年度の目標達成状況�
�
�
�
�
�
�
�
�
�






【管理者の所見】





◎　キャリアパスのイメージ




















（Ⅱ）





研修計画





（Ⅰ）





（Ⅱ）





②（１）目標達成のための具体的取り組み


資質向上のための計画例





研修テーマ�
対象者�
○月�
○月�
○月�
○月�
○月�
�
ヒヤリハット事例への対応�
全職員�
�
�
�
�
�
�
基本的な接遇マナー�
初任職員�
�
�
�
�
�
�
認知症の方への理解�
中堅職員�
�
�
�
�
�
�
基本的な防災対策の理解�
全職員�
�
�
�
�
�
�
感染症への理解�
全職員�
�
�
�
�
�
�
介護保険でできること、できないこと�
全職員�
�
�
�
�
�
�
法令遵守の理解�
リーダー職員�
�
�
�
�
�
�
サービス計画の策定�
リーダー職員�
�
�
�
�
�
�



その他計画


・1～２年目の介護職員に対し、３年以上の経験者を担当者として定め、日常業務の中での技術指導・業務に対する相談を実施する。


　　　・月１回のカンファレンス、ケース検討の実施


　　　・他事業者との交流の実施（年3回）　　・都道府県等が実施する研修会への参加





②（２）資格取得のための支援の例





介護福祉士資格取得ための費用について、３万円を上限に補助する。


資格取得のための研修受講予定日に配慮して勤務シフトを組む。当該日を休暇日とする。











各施設・事業所の運営状況や介護職員のキャリア志向等を踏まえて、介護職員と意見交換しながら設定











